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はじめに 

 

安曇野市区長会では、平成 28 年度安曇野市区長会専門部会において、災害に地域全

体で取り組む「安全・安心の組織づくり」に向けて検討し、平成 29 年３月に「自主防

災活動の手引き」を作成しました。 

その後、令和３年５月に新たな避難情報に関するガイドラインが内閣府から示された

ことなど、手引きの見直しが必要となり、令和３年度から専門部会で内容の改訂につい

て議論を進めてまいりました。 

令和４年度には、手引きの改訂に合わせ、各区の防災活動の充実を図るため、区にお

ける防災の課題を抽出し、防災対策の研究を進めてまいりました。 

本書は、各区が防災活動の実施にあたり、具体的な防災訓練の実施方法や備蓄品の考え

方、情報収集・発信の方法等について「自主防災活動の手引き（実践編）」としてまとめ

たものです。 

災害はいつ起こるかわかりません。本書を参考に、各区において防災活動の充実を図り、

安全・安心な地域づくりの一助にしていただければ幸いです。 

 

 

 

 

令和４年度 安曇野市区長会  

会長 土肥 三夫 
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１ 防災訓練の必要性                 
 

災害が発生したときに被害を最小限に抑えるためには、落ち着いて、適切な行動をとるこ

とが大切です。 

そのためには、災害への対処の仕方や避難方法、避難場所などを知るとともに、適切な行

動がとれるようにしておく必要があります。 

いざ、というときに備える知識や行動を具体的に身に着けるために、日頃から防災訓練を

重ねることは有効であり必要です。 

 

２ 防災訓練実施に向けた準備            
  

防災訓練は、災害、防災の正しい知識を習得することから始まり、地域の危険個所等、住

民が暮らす場所について状況を把握し、災害時に適切に対応、行動できるように行います。 

訓練を計画するときは、自主防災組織の班編成や役割分担などを予め確認し、どのような

成果を求めるのか役員会等でよく話し合い、明確にする必要があります。 

また、次のような項目について準備をしておくと、より効果的な訓練が実施できます。 

 

自分の暮らしている地域を知っておくことは、防災活動上大切なことで

す。防災の視点で、がけ地やブロック塀の倒壊など危険と思われる場所、

集会所、公園、コンビニエンスストア、病院（診療所）など災害発生時に役立つ施設や避難

場所がどこにあるかといったことなどを把握し、避難場所までの安全な避難経路を確認しま

す。その結果を、地域防災マップの作成等により皆さんで共

有しましょう。災害時には、あらかじめ決めておいた避難経

路に問題が生じることもあります。避難経路や避難場所は、

複数選定しておき、実際の状況にあった、最も安全な経路や

場所を選択するようにしましょう。 

 

地震、風水害、土砂災害、火災などのメカニズムや引き起こされる被害、

過去の災害事例等についての知識を習得し、災害から命を守るための方法

を考えることが大切です。 

 

地域にどのような人がどのような時間帯に居住し、災害発生時に防災活動

や避難支援活動がどの程度可能かを知っていることが大切です。 

特に高齢者、障がい者、乳幼児等の支援が必要な人（避難行動要支援者）については、自

主防災組織が中心になって、支援者台帳等を作成し、防災訓練で実際の動きを確認すること

が大切です。 

 

防災に関する講習会等を防災知識の習得の機会ととらえ、一人ひとりが積

極的に、防災に関する正しい知識と技能を身に着けることが大切です。 
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目的 

基本指針

目標決定 

計画立案 

実施 

点検評価 

是正改善 

次回訓練 

３ 防災訓練の計画立案から実施、改善までの流れ     
 

訓練の実施に当たっては、計画的に行うことが大切です。 

一人でも多くの区民が参加できる日時を設定することや実施場所についても多くの区民

がよく知り、かつ十分な広さと安全性が確保された場所を選ぶことです。 

 また、動きやすい服装や履物での参加、資機材の事前点検、参加者の体調管理や天候にも

注意することが大切です。訓練全体にわたって事故防止に努め、けがのないように行いまし

ょう。 

 

  

正しい知識、技術を習得することを心がけます。どのような目的で訓練を

行うかで、訓練のメニューは異なります。必要に応じて、消防機関や防災関

係者の指導を受けることも検討します。 

 あらかじめ、地域の防災上の危険個所や避難経路、避難場所などについて

学習の機会を設け、防災知識を深めながら、訓練計画を立案します。また、こ

れまで訓練を実施してきた場合は、その習熟度に応じた目標を設定します。 

訓練では事故防止に努めるとともに、避難に要する時間の計測や避難行

動要支援者への配慮など、地域の実情に合わせた実践的かつ効果的な訓練

とします。 

訓練での避難経路や避難場所、避難に要した時間や避難の支援方法、参

加者の服装などを点検、評価します。 

また、参加者の意見を集約するなど訓練終了後に検討会を実施します。 

 検討会の参加者からの意見などを整理し、より効果的で実効性のある訓練

につなげます。短時間でもできる訓練や近隣の自主防災組織などと連携した

訓練など、改善策を検討します。 

 改善策をもとに、次回の訓練の実施を計画します。 

 訓練がマンネリ化しないように工夫することも大切です。 
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４ 防災訓練に関する届出等について           
 

（１）訓練の届出 

防災訓練を実施する場合、訓練実施日の２週間前までに「防火防災訓練届出書」を市役所危

機管理課へ提出します。届出をすることで、訓練中の事故等が補償対象になります。 

 

（２）訓練で消火栓から水を出す場合 

事前に「消火栓使用承認届」の提出が必要です。訓練実施日の２週間前までに市役所上水道

課へ提出します。また、消火栓の使用により、近隣の住宅や事業所等で水の濁りが発生する可能

性があるため、届出の際に消火栓使用に関わる注意事項等について確認します。 

 

（３）訓練で消防団の出動を要請する場合 

管轄している分団と日時・場所・内容等の打ち合わせを行った後、事前に「消防団の出動要請」

を訓練実施日の２週間前までに市役所危機管理課へ提出します。 

 

（４）訓練で消防署の派遣を依頼する場合 

以下の管轄の消防署へ連絡します。 

 

地 域 管 轄 電 話 

豊科、堀金 豊科消防署 ７２－３１４５ 

穂高 穂高消防署 ８２－３２６２ 

三郷 梓川消防署 ７８－２０９０ 

明科 明科消防署 ６２－２９９２ 

 

（５）訓練開始の合図を防災無線で放送する場合 

訓練開始の合図に限り、当該地区限定で防災無線放送を実施することができます。希望する

場合は、「通信依頼書」を作成の上、市役所危機管理課に提出します。 

 

（６）各種様式の取得方法 

安曇野市ホームページからダウンロードできます。 
トップページの検索欄に下記いずれかを入力して検索します。 

 

キーワード検索⇒「防災に関する様式」 

記事ＩＤ検索⇒「26554」 
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５ 防災訓練の実施メニューとポイント         
防災訓練時は様々なメニューがあります。 

地域で想定される災害に合わせて訓練のメニューを決定しましょう。 

 

情報収集訓練 

災害発生後は、誰もが情報を必要としています。適切な判断と行動には正確な情報が不可欠

です。また、災害発生時には区長は市や防災関係機関との連絡調整役を担うことから、地域の情

報を正確に把握するための訓練は重要です。いち早く地域の情報を収集し、正確に伝達する方法

を訓練します。 

地域の被災状況の情報収集 

情報担当者を中心に情報を収集する。 

情報の記録 

「いつ、どこで、誰(何)が、どのような理由で、どのようになっているか」を記録(メモ)する。 

情報の伝達 

  収集した情報を整理して自主防災組織本部へ伝達する。 

自主防災組織本部へ伝達  

 情報を記録、整理して、市や防災関係機関へ避難者や被害の情報を伝達する。 

 ※災害発生時には、区長は、市、防災関係機関との連絡調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳しい状況が不明なときは、概要のみを第１報として速やかに報告します。 

第２報以降は、できるだけ事実を確認して報告します。 

入手した情報は、情報源を必ず確かめます。情報担当者を決め、情報を取りまとめます。 
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伝達訓練 

 引き続き、ラジオ、テレビ、インターネット、市や防災関係機関などから得た情報や避難の呼びか

けを正確に・迅速に区民に伝えるためにその手順を訓練します。 

区民へ情報の伝達 

  市や防災関係機関等からの情報を想定し、各戸訪問や 

ハンドスピーカー等で訓練情報を伝える。 

情報担当者へ伝達 

  本部長（自主防災会長、区長等)は、情報担当者などに訓練情報を伝達する。 

避難開始などの情報を伝達 

  地区を分担して、各戸訪問やハンドスピーカーなどで避難開始情報を伝える。 

情報伝達、区内の状況の報告 

情報担当者などは、本部長へ伝達完了や区内の状況を報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伝達は、簡易な言葉で、可能な限りメモ程度の文書も渡します。 

正確に情報を伝達するため、受信者は復唱します。 

各世帯へ情報を正確かつ効率よく伝達するためのルールを決めておきます。 

障がいのある人への情報伝達は、十分に配慮します。 

特定小電力トランシーバーの活用について 

災害時の行動は情報から始まります。災害時には有線電話も携帯電話も使えなくなることが想

定されるため、特に役員間の情報連絡手段として、特定小電力トランシーバーを活用することも

検討しましょう。 ※アナログ式は2024年 12月１日以降使用した場合は罰則があります。 

 

（１）特定小電力トランシーバー 

 資格も免許も不要で誰でも使えます。送信出力は住宅地で 100～200ｍ、見通しの良い場所

では１キロ～３キロ程度の能力しかありませんが、災害時には非常に役立ちます。 

 

（２）トランシーバーの主なメリット 

 ①大災害発生直後に頼りになるのは、トランシーバーで連絡のとれる近隣地域の人。 

 ②災害時に使えなくなることがなく、信頼性が高い。 

 ③大勢に一斉に情報伝達ができる。 

 

（３）機種の選定 

 多機能、高機能なものは不要です。誰でも簡単に使える機種を選びます。複数台購入する場合

は、操作方法の違いなどで混乱しないよう、同じ機種でそろえましょう。 

アナログ式は、

2024 年 12 月１日

以降使用不可！ 

技適マーク「 」があることを必ず確認！ 
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初期消火訓練 

 多くの住民が実際に消火活動を体験できるように、初期消火の方法や機材の使い方を習得し

ます。 

消火器 

消防署などから正しい使用法や火災から身を守る方法の指導を受けます。 

消火栓 

消防団などから正しい使用法や火災から身を守る方法の指導を受けます。 

消火栓使用にあたっては、市役所への届け出を事前に済ませましょう。 

消火用バケツ 

区民の協力により、バケツリレーなどの方法を習得しましょう。 

 

 

 

  

 

救出・救護訓練 

 多数の負傷者が出ることを想定し、倒壊家屋の下敷きになった人の救出方法や応急手当の方

法を訓練します。なお、災害発生時には、一人での救助活動は危険が伴います。近隣住民等に呼

びかけ、複数人で協力して活動しましょう。 

救出訓練 

 自主防災会で備えている資機材を確認し、使い方を習得します。 

救護訓練 

地域に住んでいる、医療関係者、介護施設関係者、上級や普通救命講習会修了者などの資格

者を把握するとともに、必要に応じて消防署から指導を受けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 消防署主催の講習会などで、毛布などによる消火方法を習得しましょう。 
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避難訓練 

実際に避難経路を使って避難場所に避難します。 

避難時の携行品や服装、誘導の方法等を確認し、担架、車いすなどを活用した避難行動要支

援者の避難支援も実施します。 

点呼を取るなど一時的に集合する場所に集まってから避難場所へ避難するなど、必要に応じて

避難方法を検討します。 

なお、安否確認は、一人での行動は危険が伴います。必ず二人以上で行動しましょう。 

 

災害発生訓練の伝達 

 人から人へ避難の呼びかけを伝達します。 

避難の開始 

 各世帯では火の元の点検後、安全な服装で非常持出品を持ち避難します。 

安全な場所や経路へ適切に誘導します。 

避難中もラジオ、スマートフォンなどから情報を入手します。 

避難者の支援 

 避難行動要支援者の状況を把握し、避難者支援訓練を実施します。 

避難行動要支援者名簿を活用します。 

避難所の人数確認 

 避難完了までの時間を計ります。 

 夜間や悪天候時には、避難や確認に更に時間を要することを想定します。 

不明者の安否確認 

 避難所(場所)では、人数を確認し、複数名で不明者(想定)の安否を確認します。 

 

避難訓練の注意点（地震、洪水、土砂災害共通） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 一時的に集合する場所を決めた場合は、実際の災害発生時のために、あらかじめ区内に周知する。 

② 訓練に使用する場所や経路上の道路などが、訓練を安全にできるか十分に確認する。また、施設管

理者などに施設の利用について了承を得る。 

③ 実際の災害時に、市の指定避難所以外に避難した場合は、その後の支援を行う必要があることから

避難者などの状況を市役所に連絡する。 
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各戸の安否確認方法の事例 

細萱区自主防災会では、A4 サイズの安否確認カード（ラミネート加工）を各戸に配布していま

す。 

災害時に無事な家は、カードを玄関に貼り付けておくことでスムーズな安否確認ができます。 

いざという時のために、防災訓練でカードを使用した訓練を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         （裏面） 
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給食給水訓練 

限られた資機材を有効に使って、食料や水を確保するとともに、効率よく配布する方法を訓練

する。 

食料の確保 

給食給水担当者により、備蓄品や水、食料品を確保する。 

資機材の準備 

備蓄品の配布や炊出し訓練の準備のため、テントやテーブルを用意する。 

炊出し訓練 

釜や大鍋を使用して、おにぎりやみそ汁などの炊出しを実施する。 

配布訓練 

限られた食器類を使って、効率よく配布する。 

区民へ配布を知らせる。 

 

 

 

 

 

 

※訓練で備蓄品を使用する際、更新期限が近い市の備蓄品を提供してもらえる場

合があります。 

 

避難所運営訓練 

 避難所運営には、地域の協力体制が不可欠です。円滑な避難所運営のために、自主防災組織

で避難所運営訓練を実施します。 

〇避難所施設の安全性の確認 

〇避難者の人数把握や区民の避難状況の確認 

〇傷病者の応急手当 

〇備蓄食料の試食や実際に宿泊する等の避難所生活の体験 

〇役割分担の確認    など  

あらかじめ給食や給水の拠点を決める。 

日頃から各家庭で原則３日間分の食料や水等を備蓄しておき、訓練時に使用してローリング

ストックを行う。 

被災後の衛生状態が悪い中での配布を考え、日頃から調理器具を洗浄する。 

救援物資をスムーズに配布できるよう仕分けや配布作業を分担する。 

優先順位の高い人から順に配布し、混乱しないようにする。 
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６ 地震災害時の行動をシミュレーション            
 自主防災活動の一環として、大規模災害が発生した場合、どのような事態が発生し、何をすれ

ば良いのか、時間の経過を踏まえて状況と活動をシミュレーションしておくことが大切です。 

大規模地震を想定したシミュレーション（例） 

自主防災組織の活動 個人の活動 

 
地震発生 

最初の大きな揺れは

約１～３分間 

自分の身を守る 

揺れが収まったら火を消す 

非常脱出口を確保する 

(ドア、窓を開ける) 

 

１～３分 

揺れがおさまった 

火元の確認(ガスの元栓を閉める、電気の

スイッチブレーカーを切る) 

出火しても落ち着いて初期消火を行う 

119 番に通報する 

家族の安全を確認し、倒れた家具の下敷

きになっていないかを確認 

靴、スリッパを履く（家の中はガラスの破片

が散乱し危険） 

防災行政無線、テレビ、ラジオ、スマートフ

ォンなどで情報を確認 

近所で助け合う（避難行動要支援者の

安全確保。行方不明者、けが人の有無

の確認、出火防止の呼び掛けなど。） 

初期消火の実施 

３～５分 

隣近所の安全確認 

出火防止、初期消火 

余震に注意 

近所に声をかける 

近所から出火していないか確認する 

情報担当者により被害情報を収集する 

行政機関からの情報を正確に区民に

伝える 

救出救護担当者による救出活動実施 

負傷者の応急救護や救護所への搬送 

地域の事業所などに協力を得る 

10 分～数時間 

火災の発見 

家屋の倒壊発見 

負傷者の発見 

みんなで消火、救出活動 

防災行政無線、テレビ、ラジオ、スマートフ

ォンなどで情報を確認（デマ情報に注意） 

避難の際は、ブロック塀、ガラス、がれきに

注意する（避難では車を使わない） 

電話は緊急連絡を優先する 

指定緊急避難場所の開設・運営 

数時間～３日 

秩序ある避難生活を行う 

消火と救出作業に協力する 

壊れた家には戻らない 

水・食料は各家庭の備蓄品で賄う 

指定された避難所で避難生活に入る 

市と協力して避難所を運営する 

秩序ある避難所運営を行う 

避難行動要支援者へ配慮する 

避難生活 
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(1) 地震避難訓練のポイント 

地震は突然やってきます。そのとき落ち着いて適切に行動できるよう訓練を実施します。 

夜間や荒天時、積雪期も想定し避難経路を選定します。 

日頃から「その時こうする」など、地震発生時の行動を家族で話し合っておくことも大切です。 

 

(2) 訓練実施の流れ 

避難場所 

区内で点呼を取る等の一時的に集合する場所は、落下物や建物、看板、ブロック塀など倒壊

による影響のないところ、耐震補強された建物等、安全な場所とします。 

指定緊急避難場所へ避難します。 

 

避難経路の選定 

がけ崩れ、建物の倒壊、落下物などの危険が少ないこと。 

家屋の倒壊や道路の寸断、火災の発生などに対応できるよう、複数のルートとすること。 

夜間の避難も想定して、夜間照明などが設置されている経路も選定するようにします。 

 

図上訓練 

地域の地図を見ながら、地震で倒壊しそうな建物や危険な個所、避難に適切な経路、避

難に支援が必要な人がいる場所などについて話し合い、地震発生のシミュレーションを

行います。地震により火災が発生する危険があります。水道が止まり、消火栓が使用で

きないことを想定し、自然水利や防火貯水槽などの場所も確認します。 

 

避難経路の検証（まち歩き） 

図上で話し合った区内の危険個所や避難経路、避難に支援が必要な人がいる場所など

について実際に歩いて確認します。自然水利や防火貯水槽などを実際に確認し、火災

の時にどのような消火活動ができるのか検討します。 

 

避難訓練の実施、検証 

避難に要した時間や、避難経路を記録します。避難訓練終了後、計画のとおりに訓練が

できたかなどについて検証します。避難時に気付いたことを話し合い、より良い避難経

路を検討します。 

 

 

 

地震災害時の行動をシミュレーションすることで、想定される事象、そのために必要な訓練が明

確になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

地震を想定した避難訓練実施例 
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７ 洪水・土砂災害時の行動をシミュレーション            
「自らの命を守るために」避難に必要な持ち物、避難場所、いつ避難するか、家族との連絡方法

など事前に我が家の自主避難計画（マイタイムライン）として作っておきましょう。いざというときに

その計画を見て、落ち着いて行動ができ、逃げ遅れをゼロにする目的で作成するものです。 

 

自主避難計画（マイタイムライン）作成例 

河川の水位や 

雨の情報 

避難情報等 

警戒レベル 

自主防災組織 

の活動 
個人の行動 

 「早期注意情報」 

今後気象状況悪化の 

おそれ 

 災害への心構えを高める 

・テレビ等で気象情報を確認 

・非常持出品を確認 

・防災マップで避難場所確認 

・家の周りを点検する 

・家族がどこにいるか予定を確認 

氾濫注意情報 
「大雨・洪水注意報」 

気象状況の悪化 

 自らの避難行動を確認 

氾濫警戒情報 

洪水警報 

大雨警報 
「高齢者等避難」 

災害のおそれあり 

避難の広報 

高齢者等の 

避難援助 

危険な場所から高齢者等避難 

・家族と連絡を取る 

・おじいちゃんおばあちゃんと避難

を開始する 

氾濫危険情報 

土砂災害警戒情報 

「避難指示」 

災害のおそれ高い 

地域の状況に応じて緊急的

又は重ねて避難を促す場合

等に発令 

避難の広報 

区民へ避難の呼

びかけ 

危険な場所から避難 

･すぐに避難する 

・外が危ないときは，家の中で安

全な場所に移動する（ガケと反対

側の２階など） 

警戒レベル４までに必ず避難 

氾濫発生情報 

大雨特別警報 

(土砂災害) 

「緊急安全確保」 

災害がすでに発生又は切迫

していることを把握した場

合に可能な範囲で発令 

 命の危険ただちに安全確保 

・ただちに命を守る行動をとる 

 

マイタイムラインは各家庭で作成し、目の付きやすいところに貼り付けておくよう周知しましょう。 
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(1) 洪水避難訓練のポイント 

台風や豪雨による洪水は、天気予報により発生時期や規模をある程度予測することができま

す。日頃から天気予報に気を付け、台風の接近や豪雨が予想されたときには、早めに準備を行

い、危険と判断したら、早めに避難ができるよう訓練を実施します。 

   ⇒「洪水土砂災害を我がことと考える」自主避難計画（マイタイムライン）を作成しましょう。 

 

(2) 訓練実施の流れ 

避難場所 

区内で点呼を取る等の一時的に集合する場所は、屋根があり風雨がしのげ、浸水のおそれの

ない安全な場所、河川・用水路や浸水しそうな地域から離れた場所等安全な場所とします。 

 ※安曇野市防災マップで付近の浸水想定を確認しましょう。 

指定緊急避難場所へ避難します。 

 

避難経路の選定 

河川・用水路や橋、浸水しそうな地域を避けること。 

高いところ、浸水のおそれのないところを通ること。 

側溝や水路などの危険な場所を避けること。 

夜間の避難も想定して、夜間照明などが設置されている経路も選定するようにします。 

 

図上訓練 

安曇野市防災マップで地域の洪水・浸水想定区域を確認します。地域の地図を見なが

ら、洪水時に危険な個所や避難に適切な経路、避難に支援が必要な人のいる場所など

について話し合い、洪水時のシミュレーションを行います。 

 

避難経路の検証（まち歩き） 

図上で話し合った区内の危険個所や避難経路、避難に支援が必要な人がいる場所など

について実際に歩いて確認します。土地の高低と近くの河川の位置関係や、洪水時に

危険となる避難経路上の側溝や水路の位置を確認します。 

 

避難訓練の実施、検証 

避難に時間がかかる人や支援を要する人などは、高齢者等避難の情報の段階で避難を

始めるなど実践的な動きを確認します。避難に要した時間や、避難経路を記録します。

避難の時に気付いたことを話し合い、より良い避難経路を検討します。 

洪水・土砂災害時の行動をシミュレーションすることで、想定される事象、そのために必要な訓

練が明確になります。 

 

 

 

 

 

 

 

洪水を想定した避難訓練実施例 
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 資料：犀川砂防事務所作成 
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(1) 土砂災害避難訓練のポイント 

土砂災害は、突然発生することから予想が非常に難しいため、大雨などにより地域の急傾斜地

やがけ地で危険を感じたら素早く避難することが大切です。危険を感じたら素早く安全に避難

できるように訓練を実施します。 

土砂災害が発生する恐れがある危険個所は、安曇野市防災マップ（土砂災害警戒区域）で確認

します。 

⇒「洪水土砂災害を我がことと考える」自主避難計画（マイタイムライン）を作成しましょう。 

 

(2) 訓練実施の流れ 

避難場所 

区内で点呼を取る等の一時的に集合する場所は、安全な場所とします。 

（土砂災害が想定される急傾斜地等からできるだけ離れた場所、土砂災害特別警戒区域（レ

ッドゾーン）、土砂災害警戒区域（イエローゾーン）に指定されていない場所） 

 ※安曇野市防災マップで付近の浸水想定を確認しましょう。 

指定緊急避難場所へ避難します。 

 

避難経路の選定 

土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域を避けること。 

危険なところから早く避難するため山の斜面から直角方向に避難する経路であること。 

安曇野市防災マップ（土砂災害警戒区域）で安全な経路を確認すること。 

橋を渡る経路はできるだけ避けること。（やむを得ず渡る場合は、水量に注意する。） 

夜間の避難も想定して、夜間照明などが設置されている経路も選定するようにします。 

 

図上訓練 

安曇野市防災マップに記載されている土砂災害警戒区域などを確認します 

地域の地図を見ながら、急傾斜地など大雨などにより危険となる箇所、過去の土砂災

害発生個所や落石の危険のある個所について話し合い、土砂災害のシミュレーションを

行います。 

 

避難経路の検証（まち歩き） 

図上で話し合った区内の危険個所や避難経路、避難に支援が必要な人がいる場所など

について実際に歩いて確認します。土砂災害特別警戒区域や土砂災害警戒区域を実際

に見て確認します。 

 

避難訓練の実施、検証 

避難に時間がかかる人や支援を要する人などは、高齢者等避難の情報の段階で避難を

始めるなど実践的な動きを確認します。避難に要した時間や、避難経路を記録します。

避難の時に気付いたことを話し合い、より良い避難経路を検討します。 

土砂災害を想定した避難訓練実施例 
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８ 備蓄食料                      
 

食料の備蓄を始めましょう 

備蓄食料は、原則各家庭で準備しておくことが望ましいです。自主防災組織では行政の避難所

が開設されるまでの数日間を想定し、予算の範囲内で備蓄食料を準備しましょう。 

 

備蓄食料は、主食（炭水化物）＋主菜(タンパク質)の組み合わせで、各家庭で最低でも３日分

（できれば１週間分程度）を確保します。 

 ライフライン（電気、水道、ガス）が停止する場合を想定し、水と熱源（カセットコンロ等）は、１週間

程度（一人当たり：水２１㍑、ボンベ６本程度）があれば安心です。 

 

各家庭で最低限備えが必要な備蓄食料等 

「水」

 

 

「米」 

 

「缶詰、レトルト食品（タンパク質の確保）」

 

 

「カセットコンロ・調理器具」

 

 

 

家族の健康に配慮 

 高齢者、乳幼児、慢性疾患の方、介護を要する方、食物アレルギーの方へ配慮した食料品は別

に準備します。 

 

備蓄食料はどこで買えるの？ 

 スーパーマーケット、ホームセンター、百貨店、インターネット通販などで買うことができます。ア

ルファ米や加熱なしで美味しく食べられるパン、フリーズドライの即席スープなど豊富にあります。 

購入した備蓄食料は、缶詰やレトルトパックなどに分類して賞味期限別に並べて保管します。 

飲料水として、一人当たり１日１㍑の水が必要です。調理等で使用する

水を含めると、一人当たり１日３㍑程度（３日分だと一人当たり９㍑）

が目安とされています。 

エネルギ―及び炭水化物の確保として、備蓄の柱 ２㎏のコメと熱源

があれば、１食、０.５合＝７５ｇとした場合約２７食分になります。 

缶詰、レトルト食品は、調理不要で、そのまま食べられるものを選ぶと便利です。 

熱源は、食品を温めたり、簡単な調理に必要です。ボンベも忘れずに用意

します。アルミホイル、ラップ、調理用ハサミなどがあれば便利です。 
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ローリングストック法について 

 普段の食料品を少し多めに買い置きし、消費した分を補充するローリングストック法を実践す

れば、手軽に備蓄に取り組むことができます。 

 

 

① 普段から多めに買いだめしておく 

 

② 賞味期限の古いものから日常消費 

 

③ 食べた分を買い足す 

 

 

昔からの保存食を見直す 

地域や家庭に伝わる保存食も家庭備蓄の一つです。 

厳しい冬など食料が不足時期に備え、保存食という形で、地域や家庭で独自の保存食の備蓄

があります。 

例えば、信州などに伝わる「凍りもち」は、乾燥して、軽い上に、栄養価が高く消化が良いため昔

から親しまれています。水を多く使ってゆるめに戻せば、簡単に流動食になるので、高齢者のおや

つや病中食、離乳食になります。 

① 

② 
③ 
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９ 防災資機材の整備                   
自主防災組織がその役割を果たすためには、それぞれの役割に必要な資機材を備えておくこと

が重要です。資機材の整備には多額の費用もかかることから、想定される災害、資機材の保管場

所などの実状に応じて、必要な資機材を十分に検討の上、計画的に整備を進めましょう。 

また、整備した資機材は、最も機動的かつ迅速に利用できるように保管場所を検討するととも

に、防災訓練などの機会を通して使い方を習得しておきましょう。 

 

（１）目的別主な防災資機材の例 ※令和４年度専門部会 防災対策研究部会 集計 

目 的 防 災 資 機 材 

① 情報収集・伝達用 
メガホン・拡声器・ハンドマイク、アンプ・スピーカー、トランシーバー（無線

機）、ラジオ、テレビ、パソコン、住宅地図、ホワイトボード など 

② 初期消火用 ヘルメット、とび口、水バケツ、消火器、ホース、簡易防火水槽 など 

③ 水防用 
シャベル・スコップ、ポストホールディガー（複式シャベル）、ロープ、水中ポン

プ、手袋（ゴム、皮）、土嚢（袋のみも含む） など 

④ 救出用 

レスキューセット、ハンマー・かけや、ツルハシ、ボルトカッター、斧、なた、ス

コップ、油圧式救助器具、軍手、のこぎり、エンジンカッター、チェーンソー、

ジャッキ、バール（金テコ）、はしご、防煙・防塵マスク など 

⑤ 救護用 救急セット箱、担架、非接触式電子体温計、毛布、三角巾、ＡＥＤなど 

⑥ 避難所・避難用 

発電機、暖房器具、ガソリン携行缶、混合油・オイル、灯油ポンプ、屋外照

明、携帯ライト、テント、コードリール（ドラム）、梯子、脚立・三脚、センサー付

きソーラーライト、マンホール対応トイレ、トイレテントセット、簡易・携帯トイ

レ、汚物凝固剤・糞尿処理、トイレットペーパー、腕章、のぼり旗・竿、車い

す、リヤカー、一輪車、空気入れ、合図灯、コーン、安全バー、生理用品、乳

幼児用・成人用おむつ、携帯電話用充電器、長机・テーブル、椅子、マスク、

消毒ハンドジェル、寝袋、敷マット、本部表示板、断熱シート、立て看板 など 

⑦ 給食・給水用 

カセットコンロ、カセットガス、七輪、炊飯器（ガス・電気）、ガスコンロ、ガスボ

ンベ、鍋・釜、浄水器、電気ポット、ガスバーナー、給水用タンク、飲料水携行

タンク、クーラーボックス など 

⑧ 訓練・防災教育用 消火訓練まと 

⑨ その他 
ブルーシート、除雪機、雪かき、アルミブリッジ、台車、エアコンプレッサー、ベ

スト・ビブス、電池、懐中電灯、ヘッドライトなど 

 

防災資機材の整備を進めるに当たっては、次のような点にも留意します。 

①各家庭に消火器、汲み置き用バケツ、消火用水または乾燥砂等を備えるよう広報します。 

②地域内の病院・薬局と、災害時の医薬品の提供について協議することも検討します。 

③地域内の建設会社等と、災害時の資機材の貸与について協議することも検討します。 

④AED（自動体外式除細動器）の設置個所を把握します。 

⑤区内の各戸や近隣の自主防災組織、NPO、事業所等と必要に応じて資機材を共有するなど

の工夫も必要です。 
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10 防災活動に係る市等の補助金制度について        

 安曇野市では、自主防災組織の組織力強化のため、自主防災組織が購入する資機材の購入費

用や、訓練等に係る費用に対して補助金を交付しています。 

 

（１）補助対象事業の種類、対象経費 

対象事業 

【市担当部署】 

事業内容 対象経費 

防災資機材 

整備事業 

【危機管理課】 

自主防災組織が、 

情報伝達、消火、救出救護、 

避難、給食給水、水防、 

その他防災のための資機材を

整備する事業 

左記資機材を購入又は貸借に

より取得する際に要する経費 

防災訓練事業 

【危機管理課】 

自主防災組織が、防災訓練 

（情報伝達訓練、避難誘導訓

練、初期消火訓練、応急救護訓

練、救出訓練、炊き出し訓練、 

資機材操作・点検、消火栓操作

訓練、水防訓練等） 

を実施する事業 

左記事業を実施するために必

要な、消耗品費、印刷製本費、

食材料費（加工を要しないもの

を除く）、資機材費、施設や機材

等の借上料、外部講師謝金、損

害保険料、手数料 

防災啓発事業 

【危機管理課】 

自主防災組織が実施する防災

啓発に資する事業（防災関係

資格の取得等を含む）及び防

災資料（支えあいマップ等）を

作成する事業 

左記事業を実施するために必

要な、消耗品費、印刷製本費、

資機材費、施設や機材等の借上

料、外部講師謝金、受講料（教

材費等含む）、受験料、資格の登

録料、損害保険料、手数料 

防災資機材 

維持管理事業 

【危機管理課】 

自主防災組織が、自身で管理

する防災資機材の修理や保守

等維持管理を実施する事業 

左記事業を実施するために必

要な、修繕費、委託料、消耗品

費、燃料代、手数料 

コミュニティ 

助成事業（地域防

災組織育成助成

事業） 

【地域づくり課】 

宝くじの社会貢献広報事業と

して、防災資機材の整備等に

関する事業。実施主体は自治

総合センター及び長野県市町

村振興協会。 

建築物、消耗品を除く防災資機

材の購入。最大 200 万円を 10

割補助。（10 万円単位） 

※毎年７月頃の区長会で市か

ら周知。 

※掲載している情報は、令和４年度時点のものであり、今後変更となる場合があります。 

   詳細は、市役所各担当までお問い合わせください。 
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《補助対象となる経費の例》 
 

対象事業 対象経費の例 

防災資機材 

整備事業 

トランシーバー、メガホン、ラジオ、腕章、可搬式ポンプ、 

消火器、消火用バケツ、工具セット、救急セット、ヘルメット、 

スコップ、チェーンソー、油圧ジャッキ、担架、三角巾、 

ＡＥＤ（リース含む）、リヤカー、車いす、発電機、照明器具、 

仮設トイレ、簡易トイレ、テント、マット、災害用ベスト、 

炊き出し用の道具、給水タンク、給水袋、炊飯袋、井戸ポンプ、 

防水シート、ロープ、土嚢袋、除雪機、コードリール、 

ブルーシート、燃料携行缶、備蓄用保存水、備蓄用保存食、 

資機材保管倉庫、災害用暖房器具  等 

及び、購入等に係る送料・振込手数料 

防災訓練事業 資料作成用の紙代・トナー代、炊き出し用食材（野菜、調味料等）

及び食器等、訓練用レンタル機材、振込手数料 等 

※ペットボトル飲料等のお茶代は対象外です。 

防災啓発事業 マップ用印刷製本費（委託）、紙代・トナー代、外部講師への謝礼

金、防災士資格取得用の受講料・登録料、振込手数料 等 

防災資機材 

維持管理事業 
修理代、機材の点検代、（修理用の）部品や消耗品 等 

※区や公民館で使用するための備品や、個人が使用するための物品については補助 

 対象とはなりません。あくまでも自主防災組織が対象です。 

 

（２）補助率および限度額 

補助率は対象経費の１／２以内※１で、限度額は申請年度を含めた直近５年間※２で65万円で

す。補助額に１円未満の端数が生じる場合には切り捨てます。 

 

※１ １／２以内（限度額内）であれば、補助額は任意です。 

※２ 平成 29年度（2017 年度）以前の補助金額は算定対象となりません。 

 

例①  令和４年度の補助金限度額は 65万円－（20万円＋15 万円＋12万円）＝18 万円 

となります。（Ｈ29 以前の補助額は考慮しません。） 

年度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

補助額 15 万円 20 万円 15 万円 0 円 12 万円  

 

例②  令和５年度の補助金限度額は 65万円―(15 万円＋12 万円＋10万円) 

＝28 万円となります。（Ｈ30 年度の補助額は考慮しません。） 

年度 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

補助額 20 万円 15 万円 0 円 12 万円 10 万円  
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11 災害時における主な情報収集手段について

現在は、様々な手段を用いて情報発信が行われています。しかし、災害時の状況によって情報

媒体も影響を受けますので、複数の手段を活用し、情報を入手しましょう。 

 

（１）安曇野市防災行政無線（同報系） 

防災行政無線テレフォンサービス 
防災行政無線の放送内容を電話で聞くことがで

きます。（フリーダイヤル 0120-27-1313） 

 

（２）ホームページ 

種類 提供情報 QR コード 

安曇野市ホームページ 

市内の災害関連情報について、最

新の情報を提供。 

 

長野県防災情報ポータル 

長野県内の気象情報、土砂災害、

地震情報、避難情報、避難所につい

て、最新の情報を提供。 
 

長野県河川砂防情報ステーション 

長野県全域の雨量、水位状況、土

砂災害危険度合を提供。 

 

国土交通省千曲川河川事務所 

犀川水系上流部のライブカメラ映像

を提供。 

 

中部電力停電情報 

長野県内の停電情報を提供。 

 

 

（３）ラジオ 

種類 提供情報 

あづみ野エフエム（76.1 MHz） 
市内の災害関連情報。 

緊急告知機能付き防災ラジオ 
緊急情報受信時に自動配信。 
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（４）メール配信 

種類 提供情報・登録方法 

安曇野市メール配信サービス 
国・県・市の緊急情報、火災、行方不明者情報、そ

の他市からのおしらせなど（登録方法は P32） 

松本広域消防局メール配信サービス 

松本広域圏における火災や住民生活に支障が

生ずる救急・救助・自然災害の情報。 

 

（５）twitter（ツイッター） 

種類 提供情報 画像 

安曇野市公式 

安曇野市内の災害情報。 

 

長野県防災 

長野県内の災害情報。 

 

首相官邸（災害・危機管理情報） 

J アラートと連動し、緊急地震速報

や特別警報など。 

 

首相官邸（被災者応援情報） 

被災者へ各省庁からの発信情報。 

 

総務省消防庁 

大規模災害時の消防関連情報。 

 

防衛省・自衛隊（災害対策） 

自衛隊の災害派遣状況や生活支援

情報。 

 

内閣府防災 

災害情報や防災・減災に関する情

報。 

 

気象庁防災情報 

災害への警戒の呼びかけや開設等

の情報。 

 

【携帯電話用】 【スマートフォン用】 
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自主防災活動の手引き（実践編） 

～自主防災組織訓練マニュアル～ 
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